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４	
 名誉会員	
 
	
 
第23回	
 福井大会	
 
第1号	
 田村	
 明さん	
 	
 会員歴２２年２月	
 	
 年齢８３歳	
 
【功績】	
 
1926年12月	
 生まれ	
 自治体学会顧問、都市政策プランナー	
 
企画調整局長、技監を勤めた横浜市時代、1984年「自治体政策研究交流会議」を神奈川県とともに開催し、「自治体
学」の必要性と可能性を模索するなかで、自治体学会設立準備委員会代表を経て、1986 年自治体学会を設立し、初代
代表運営委員となる。設立当時の熱気は、自治体学会ホームページにある「自治体学会設立の経緯」の文章から、力
強く現在に伝えられており、「多様性を包含しながら、地域の自立と自治を目指す共通の意欲を持つ人々が互いに集ま
り、経験を交流し協働すること」の意義を訴えている。	
 
	
 
第2号	
 千葉	
 富三さん	
 	
 会員歴２２年８月	
 	
 年齢７６歳	
 
【功績】	
 
千葉さんは、1933年岩手県生まれ。元遠野市職員。	
 
1986 年の自治体学会設立時に発起人の一人として、全国に呼びかけ、その後、地方選出の運営委員として学会の発
展に貢献。	
 
代表運営委員を歴任し、現在は、自治体学会顧問として創設時以来の自治体学会の生き字引として偉大な存在。	
 
遠野市職員時代も、先駆的な行政の企画マンとして、1959年に日本初の横書き条例の遠野市例規集を刊行。	
 
1971年には全国初の文化行政推進の複合施設である「遠野市市民センター」建設。1979年には小規模水力発電とソ
ーラーシステムを取り入れた複合宿泊施設「水光園」建設など、遠野のまちづくりのキーマン。	
 
	
 
第３号	
 岡田	
 文淑さん	
 	
 会員歴２２年８月	
 	
 年齢６９歳	
 
【功績】	
 
１９４０年愛媛県生まれ。元内子町職員。	
 
１９８６年の自治体学会設立時に発起人の一人として、全国に呼びかけ、その後、地方選出の運営委員として学会の
発展に貢献すると共に、自治体学会の設立に呼応するかたちで１９８７年に設立された、えひめ地域づくり研究会議
の発起人・代表運営委員の一人として、愛媛県内外のネットワークづくりに尽力された。	
 
内子町職員時代は、１９７６年より町並み保存に関わり、内子の町並みを全国区に。その後、農村風景や環境を守り・
再生しながら、山間地域の振興を図る「村並み保存」運動を展開し、現在に至っている。	
 
岡田氏の言う「引き算型まちづくり」は、辛口の意見ながら、真に充実した地域社会づくりを目指すものにとって貴
重なバイブルであり、現在においてもその行動力や理論は、我々の先端を行くものである。	
 
	
 
第24回	
 佐賀武雄大会	
 
第4号	
 松下圭一さん	
 	
 会員歴２３年１１月	
 	
 年齢８１歳	
 
【功績】	
 
１９２９年福井県生まれ。法政大学名誉教授。	
 
１９８６年の自治体学会設立に特に尽力し、発起人の一人として、全国に呼びかけ、この人がいなければ自治体学会
は存在しなかったと言っても、過言ではない。	
 
その後、直接運営にかかる役員とはならなかったが、様々な研究者に自治体学の必要性を説き、参加いただくなど

の運営に関する下支えを行っていただいた。	
 
愛する自治体学会を暖かく、かつ厳しく見守り続け、全国の自治体学会会員及び自治体職員、研究者等に大きな示

唆を与え続けた。その意味では、自治体学会の精神的な支柱のお一人ある。	
 
自治体学及び地方分権に関する文献や政策の発表など、学会及び地方自治の進展にも大きな功績があり、「市民自治

の憲法理論」「シビルミニマムの思想」「自治体は変わるか」など、市民及び自治体職員、研究者等大きな影響を与え
た。	
 
また、常に辛口の意見ながら、その意見は真に充実した地域社会づくりを目指すものにとって、貴重なバイブルで

あり、現在においてもその行動力や理論は、我々会員の先端を行くものである。	
 
	
 
第5号	
 	
 鳴海	
 正泰さん	
 	
 会員歴２３年１１月	
 	
 年齢	
 ７９歳	
 
【功績】	
 
１９３１年、青森県生まれ。元横浜市企画調整局専任主幹。関東学院大学名誉教授。	
 
１９６３年、飛鳥田横浜市長に請われて横浜市に入り、横浜市の独自行政をはじめ革新自治体の政策に携わった後、

１９８０年より関東学院大学経済学部教授。地方自治論・地方財政論。	
 
１９８４年、全国自主研究交流会議に参加の後、松下圭一氏、森	
 啓氏と自治体学会設立を発案。長洲神奈川県知

事のもとで設立準備研究会に参加。	
 
１９８６年、自治体学会最初の企画部会員、役員選考委員、編集部会員を歴任、また今期は学会の監事を務めてい

る。	
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 １９７５年に論文「自治体問題から自治体学の創造へ」を発表。著作には、市民自治の視点から１９８７年『転換
期の市民自治』、１９９１年『地方自治を見る眼』、１９９４年『地方分権の思想』、２００３年『自治体改革のあゆみ』
などがある。２４回の大会無欠席で学会の発展に貢献した。	
 
	
 
第26回	
 広島大会	
 	
 
第６号	
 西尾勝さん	
 	
 会員歴２５年１１ヶ月	
 年齢７４歳	
 
西尾さんは、１９３８年、東京都生まれ。東京大学法学部卒業。東京大学法学教授、国際基督教大学教養学部教授を

経て、現在、公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所理事長。2011年8月、第30次地方制度調査会会長。	
 

地方分権推進委員会（1995～2001 年）の中心的メンバーとして、機関委任事務制度の全面廃止や、国による地方自治

体への関与の縮小・廃止などを含む、第一次地方分権改革を実現させた。	
 

１９８６年５月自治体学会発足とともに、１９９５年まで代表運営委員、１９８６年から９１年まで編集部会長を務

め、学会の基礎を作るとともに、発展に大きく寄与された。西尾先生の尽力を抜きに今日の学会を語ることはできな

い。９７年から学会顧問として現在に至っている。	
 

今年全国３箇所で開催する学会プロジェクト「自治・分権再考～自治を志す君たちへ	
 」西尾勝集中セミナーでは、

自治・分権の情熱を次代につなげる熱い思いをもとに長時間にわたり講師を務めている。	
 

主な著書に『権力と参加』、『行政学の基礎概念』、『行政学』、『行政の活動』、『未完の分権改革』、『地方分

権改革』等がある。	
 

	
 

第７号	
 高寄昇三さん	
 会員歴２５年１０ヶ月	
 年齢７８歳	
 

高寄さんは１９３４年、神戸市生まれ。元神戸市	
 市長室参事	
 甲南大学名誉教授。経営学博士。現在、(財)神戸

都市問題研究所	
 常務理事。	
 

１９６０年神戸市役所に入る。１９８５年神戸市役所退職。甲南大学教授。地方自治論・地方財政論。２００３年

姫路獨協大学教授を経て、２００７年退職。	
 

「自治体学会」設立総会を前に１９８６年２月神戸自治体学フォーラムを開催。１９６８年５月自治体学会発足と

ともに、学会最初の企画部会員で運営委員、９３年から９５年まで代表運営委員、９８年から０１年まで運営委員を

務め、０２年から顧問として現在に至っている。	
 

近畿自治体学会でも、研究会を主宰するなど、会員の指導育成に多大の尽力があった。	
 

１９７５年「地方自治の財政学」勁草書房にて「藤田賞」受賞。１９７９年「地方自治の経営」学陽書房にて「経

営科学分権賞」受賞。	
 

高寄さんが実践した神戸市政は他の革新自治体とはひと味ちがい、シビルミニマム論と行政改革論とが矛盾なく結

合し、1980年代に存続し、その都市経営の思想は学会及び地方自治の進展に大きな影響を与えた。	
 

	
 

第８号	
 高橋寛治さん	
 会員歴２５年３ヶ月	
 ６８歳	
 	
 

高橋さんは１９４４年生まれ。中央大学法学部法律学科卒業。元飯田市職員、高野町副町長。１９５９年４月飯田

市役所入り、まちづくり推進室長、産業経済部長などを経て、２００４年１０月１日から２０１０年６月７日まで高

野町副町長。	
 

住民との協働により、	
 「飯田方式」と呼ばれる居住を中心にすえた潤いあるまちづくり（再開発事業）を企画し、

全国から脚光を浴びる。そのほか、観光ビジネスとは一線を画した学	
 生向け体験教育旅行を全国に先駆けて実施し、

市民のコミュニティビジネスとして成長させた立役者でもある。	
 

１９８６年の自治体学会設立時に発起人の一人として、全国に呼びかけ、多くの大会に登壇、住民との協働のまち

づくりを提唱、その後、地方選出の運営委員として学会の発展に貢献した。	
 

主な著書に「飯田市における人材育成」共著（ぎょうせい）、「まちづくりと町格」共著（自治大学	
 

校）、「まちづくり学への試論」単著（（社）農山漁村文化協会）など。	
 

	
 

第27回	
 静岡大会	
 	
 
第９号	
 大森	
 彌	
 さん	
 	
 会員歴	
 	
 ２７年	
 	
 年齢	
 ７３歳	
 
大森さんは、１９４０年、東京都生まれ。東京大学大学院政治研究科博士課程終了。東京大学教養学部教授、千葉

大学法経学部教授を経て、現在、東京大学名誉教授。	
 

地方分権推進委員会専門委員・くらしづくり部会長、日本行政学会理事長、自治体学会代表運営委員、都道府県議

長会都道府県議会制度研究会座長、内閣府独立行政法人評価委員会委員長、社会保障審議会長・介護給付費分科会会

長等を歴任。	
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現在、地域活性化センター全国地域リーダー養成塾塾長、全国町村会「道州制と町村に関する研究会座長、NPO地域

ケア政策ネットワーク代表理事。	
 

１９８６年５月自治体学会発足とともに、１９８６年から２００１年まで運営委員を務められ、その間８６年から

９１年まで企画部会長、９６年から９９年まで代表運営委員として、信州・上田大会、沖縄大会等を成功させるなど、

学会の発展に大きく寄与されました。２００２年から学会顧問として現在に至っている。	
 

	
 今年も開催する学会プロジェクト「自治・分権再考～自治を志す君たちへ	
 」集中セミナーでは、自治・分権の

情熱を次代につなげる熱い思いをもとに長時間にわたり講師を務めることとなっている。	
 

	
 主な著書に『現代日本の地方自治』、『分権改革と地方議会』『行政学叢書	
 官のシステム』『変革に挑戦する自治

体―希望の自治体行政学』など多数。	
 

	
 

	
 


